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1問題の所在
　わが国における大学問題は，いわゆる大学紛争とそれに対応する方策として論じられていること
が多い。勿論それも大学問題のとりあげ方の一っであり，現につづいている大学紛争の事実と経験
は無視することはできない。しかし，そうした事実と経験からだけをとりあげて大学の一一．一般論を展
開しようとすると大学の根本問題にふれないことになる。
　大学が大衆化した今日，大学の問題は大学だけの問題ではなく，社会に占める大学の地位から考
えなければならない多くの要素がある。C・カーは「大学は，アメリカのもつもっとも古い社会的
機構のひとつであるが，それは今日の社会においてきわめて新しい地位を占めるに至っている。大
学はそのまったく新しい役割をいかに果すべきかという問題に直面しているが，それを考えるにっ
いては先例もほとんどなく，しかもあまりに激しい変りかたなので，ごまかしようもないありさま
なのである。いつまでも過去の大学のイメージを追って陳腐で懐古的な考え方をするのではなく，
現実に大学がその中におかれている現在の社会にしっかり眼をむけて1）」大学論を展開しているが，
現代日本の大学問題を考える者にとっても示唆するところが多い。（いまわが国でも問題にされて
いる“mUltivasity”も彼のThe　Uses　of　the　Universityがとりあげたものである）。さらにアメリカ
ではJ・A・パf…一キンスがC・カーの大学論に対して，再提言してThe　University　in　Transition
を著している。（そこには，巨大化する教育の場の中に，いかにして心のっながりを求めるか，拡
大する社会要請に答えて資金提供をうけながら大学の奉仕面を拡げるに当って，どのようにして大
学の自治と学問の独立を守ってゆくかをとりあげている）。アメリカの大学論がかなり整理されて
来ていることにわれわれも注目しなければならない。
　わが国の大学論になると，断片的な思いつきの提案であり，さまざまの見解も「かみ合わせての
相互批判や専門的な検討が行なわれないままで，いわば案のIMし放しという形で，それが他から批
一22一 県立新潟女子短大研究紀要
判に堪えられるものか，現実に，学生も国民をも納得させる説得力を持っかは不問のままである。
それが大学問題の混迷を招く一因となったという指摘も出来る2）」。わが国でも今後数年を経て大
学問題は，かっての労働問題と同じように本格的専門的に研究されることになるだろうが，いま大
学にある者として大学問題に対して「徒らに問題の解決を待ち焦れているだけでは何事も為されな
いという教訓を引き出そう，そうしてこうした態度を改めて，自分の仕事に就き，そして“時代の
要求”に一人間的にも職業的にも従がう3）」とするならば，いささかなりとも大学の根本問題に
ふれる必要がある。いま一挙に社会に占める大学の地位からみた大学の全体像を描くことは出来
ないが，そこに至る一つのプロセスとして「学生の地位」を法社会学的立場からとりあげてみた
い。
　「学生の地位」にっいて相互批判や専門的な検討が行えるきっかけとすれば，中教審の「学園に
おける学生の地位」をとりあげざるを得まい。これは，「当面する大学教育の課題に対応するため
の方策について」中教審答申全文（昭和44年3月30日）のなかにふくまれているが，　「学生の地
位」だけが中間報告草案（昭和44年3月7日）として中間報告されたことは∫大学問題のなかでと
くに重要であるからであろう。
　「学生の地位」の問題が大学問題のなかで重要な位置を占めていることは認めるにしても，その
とりあげ方にいささかだめらうものがある。というのは大学の問題というと，「大学の自治」「思
想の自由」「学問の独立」など自明視されており，自明視の内容が異なっているにも拘らず，異な
る見解に対して，一面における保守性と一面における自由性のために，なかなかかみ合わないとい
う現実がある。そこで，ここでは漢然とした自明論ではなく確認できる出発点として教育法規の立
場からとりあげることにする。法律の問題は，他の分野ですら解釈法学と法社会学の交渉のなかで
とりあげなければ所期の効果をねらい得ない場合が多い現実であるが，とくに教育法規の場合は，
教育の価値という理念的な面と・教育の体制や制度と》・う現実的な画があるので，単なる解釈法学
だけでは処理できず・法社会学的理論によって，教師も学生も国民を納得させる理論を展開しなけ
ればならない。
il　「学生の地位」の法的性質
　教育法規にみられる「学生の地位」についてみれば，大学，大学院又は商等専門学校に在学して
いるものを学生と規定しているだけである。学校教育法ではつぎの三ケ条にしかみられない。
　　学校教育法第11条
　校長及び教員は，教育上必要があると認めるときは，監督庁の定めるとごろにより，学生，生
徒及び児童に懲戒を加えることが出来る。ただし体罰を加えることはできない。
　学校教育法第58条A「
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　　教授は，学生を教授し，その研究を指導し，又は研究に従事する。
　　学校教育法70条の6
　　教授及び助教授は学生を教授する。
　これだけの規定で，「学生の地位」の法的効果を解釈しようとするならば，どのような解釈も可
能であるといってよい。この規定にみられる「学生の地位」も，従来は大学といういわゆる自明の
枠ののなかで理解されていた。それは，いうならば，帝国大学令（明治19年勅令3号）大学令（大
正7年勅令388号）でいう大学であり，学生であった。
　　帝国大学令第1条
　　帝国大学ハ国家ノ須要二応スル学術技芸ヲ教授シ及其ノ蕩奥ヲ攻究スルヲ以テ目的トス
　　大学令第1条
　　大学ハ国家二須要ナル学術ノ理論及応用ヲ教授シ並其ノ藏奥ヲ攻究スルヲ以テ目的トシ兼テ人
　　格ノ陶治及国家思想ノ酒養二留意スヘキモノト冬
　それが，学校教育法（昭和22年）52条の現在に至っているというのが，歴史的経過である。
　　学校教育法第52条
　　大学は，学術の中心として，広く知識を授けるとともに，深く専門の学芸を教授研究し，知的，
　　道徳的及び応用的能力を展開させることを目的とする。
　この法規の変化に対して，「学生の地位」はそれぞれ具体的妥当性をもちながら変化して来たの
であろうか。帝国大学令，大学令，学校教育法とはいえ，わが国の大学は帝国「大学」であったと
いうべきである。あるいは帝国大学の原型としてのドイッの大学であったともいうことが出来る。
しかし，その聞明治19年，大正7年，昭和22年という，わが国の歴史は内容的にも質的にも変化し，
社会は変り学生は変って来ている。学校教育は内容面で平常の教育活動が行なわれているならば，
ことさらに法律論などは必要としないものである。それが現実に新しき学生は古き大学の皮袋にお
さまりきれなくなって来ているのである。中教審ですら「師弟関係や大学の秩序が従来のままでは
維持出来ない事態がみられ」，「大学自体の中に現代の学生を適切に坂り扱う用意に欠けていると
ころがあっ充」と，指適しているように，大学自体が本来の「学生の地位」をあきらかにしておく
必要があったにもかかわらず自由の名のもとに，何等の変化も示さなかった。いま急に「学生参
加」をめぐって「学生の地位」が問題にされているように思われるが，新制大学になってから，昭
和25年京都府立医大事件，昭和29年東京大学ポポロ座事件，昭和37年昭和女子大事件等の問題がお
こり，「学生の地位」が法律的に問題にされていることに注目しなければならない。本来の「学生
の地位」を明らかにするために，判例はどうみているかを手がかりにしてみたい。
　東京大学ポポロ座事件は大学の自治をめぐる事件であり，京都府立医大事件は退学処分取消請求
事件であり，昭和女子大事件は私立大学退学処分事件である。それぞれ事件の内容に違いはあるけ
れξもそれぞれ判例のなかに「学生の地位」を明らかにしているのでとりあげることにする。
1．大学自治事件一東京大学ポポロ座事件4）（最高裁大法延判決昭瀬38年5月22日）にみられる
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　　　「学生の地位」
　　　この事件瞭献学の教室で行なわ才τ蝉生劇団の公演曙儲察の私服警官が潜入していた
　　のを概した行為が諜団的暴行脅迫罪番燗われたもので，一二翻決は学生の行為繭当に麗
白勺な法益である大物自瀧守るものであったから，外形上は犯購成要｛牛に該当しても「正当行
為」として違灘が陶され瀦局剛巳罪にならないとして鱗を言い渡して1，．・た（学生に「大学
自治を守る欄」を諭た）・それに対して最商裁判灘二審判決の大粕～台鰍をくつがえして
　本件学生集会は大学自治の範囲外であるとしたものである。
　　ここで蘭にしたいのはその判決のなカ・で大学とは何か，「学生の地位」をどうみているかとV、
　うことである。
　　　「大学の学問の舳と自治は汰学力糊了の中心として深く真理を探求し薄門の学芸を教授研
究することを本質とすることに基づくカ・ら適撚瞳授その他の研究者の脇その纈の発表，
研究結果の獺の自由とこれらを保附るための自治とを鰍すると解される。大学の搬と学生
は・これらの舳と自治鋤果として・方包設漱学当厭よって自治的に管理され，学生も鯛の
舳と施設の利用が認められるものである・もとより憲法23条の鯛の舳は学生も搬の国民と
同じよ’うに享有する・しかし・大学の学生としてそれ以上に糊の舳を輔し，また大学当局の
自治的管理による施設を利用できるのは・±学の本質薩づき汰学の教授その他の研賭の有す
　る特別な学問の嵐由と自治の効果としてである。」
　　ここには・かっての大学の典型としての「研究機関」すなわち「大学」研究者すなわち獺の自
治がみごと畷開している・大学の方直設と学生ma究者の舳と自治の効果のなかにあり，研究者
の自治的髄の離学生は施設の利用を許され緒というζとになる。
2・公立大学退学処分取消融事件一r府立大学事件・・（最高鱒三猿延判決昭和29年7・
　月30日）にみられる「学生の地位」
この事件は涼都府立大韓生六名がおこした懲腿学処分の坂消訴訟であって，藩は全員
嚇したが・瑠以上では一名鮒が坂消しとなり，他はすべて嚇となっている．ここの判決で
は，「学生の地位」をどうみているか。
まず・轍鞘法11条｝こいう懲戒とはf可かととりあげるならば，民法822条｝こいう雛者の懲戒，
少年院法8条でいう少年院の長に認められ燃廊弐あるように，雛者沙年院の長激購はそ
れぞ好女の保護濫護・鞘の敵ある特定の者が，その糠を果す必要上加える制裁の＿種と
いうことになる・学撚おける懲戒｝こは＝Ptある．一つは叱ったり，蔵させたりする，（体罰を
加えることはできない）鞍行為である・二は，退学，停学馴告処分の灘上の制裁である．こ
こで問題にしたいの腿学という灘上の繊樋して「学生の地位」をどうみるかということで
ある・退学処分によって「学生の齢也位」腋失することになるわけであるカミ，それ騨生たる
身分地位の敷の法的効果をともなうものであるが，具体的には何を失うのカ・，判決はどうみてレ、
るか引用してみよう。
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「大学の学生に対する退学処分は，教育上の必要に基く懲戒行為として行われるものであるが，こ
れにより学生としての法的地位を消滅させる効果を生ずるものである………公立大学の学生に対す
る退学処分も私立大学における退学処分も，ともに，教育施設としての学校の内部規律を維持し教
育目的を達成するために認められた懲戒作用である………国立および公立の学校は，本来，公の教
育施設として，一般市民の利用に供せられたものであり，その学生に退学を命ずることは，市民と
しての公の施設の利用関係から排除するものである………大学の学生に対する懲戒処分は，教育施
設としての大学の内部規律を維持し教育目的を達成するために認められた自律作用にほかならな
v・。」
　ここには，学生としての法的地位を教育施設の利用関係とみている。
　さらに同事件の二審判決（大坂商裁判決昭和28年4月30日）をみると，
　「教育は教師と学生，生徒，児童との間の人格のつながりであり………国立又は公立学校の学生
生徒は学校という営造物の利用者であるが，営造物設置の反射的利益を受けるに過ぎず，普通利用
することを自己の利益として主張できる法律上の地位を与えられたものではない。………国立又は
公立学校の学生生徒は営造物である学校の設置者としての国又は地方公共団体と特別権力関係にあ
るものであるが，その自由意思に基いてこの関係に入ったものである」，というように特別権力関
係によってその地位を認めている。一審（京都地裁判決昭和25年7月19日）でも「公立大学に入学
し学生となる法律関係はいわゆる公法上の営造物利用関係く特別権力関係の一種〉である」といっ
ている。
　この判例では「学生の地位」が特別権力関係によって説明されているのが大きな特徴である。
3．私立大学退学処分事件一昭和女子大事件⑤（東京地裁判決昭和38年11月20日）にみられる
　　「学生の地位」
　この事件は，昭和女子大学の学生が無届けの学外団体加人・学内署名運動という学則違反をし・
かっ補導に従わずに学外で大学をひぼうしたとして懲戒処分をうけ，その違法無効を主張して学生
の身分確認を求める民事訴訟を起こした事件である。
　判決要旨によれば「私立学校には保守的な校風と教育方針をもっ自由があるが，社会公共のため
の教育を分担する公的教育機関である以上（教育基本法第6条1），政治活動にいたらない思想の
問題にっいて寛容の基準を守らなければならない（同法第3条1）」として，学生の身分を有する
ことを確認されている。
　この事件は1．2．の事件が国公立大学における「学生の地位」について特別権力関係，あるいは施
設の利用という点でかなりの共通点がみられるのに対して，私立大学においてはどのような法律関
係とみるかという点でとりあげる必要がある。
　判例は，在学関係の法的性質にっいて「学生が入学を認められることによって大学と学生との間
に生ずる法律関係をいかに解するかについては，いろいろの見解があり得るが，いずれの見解をと
る’uCせよ，大学が学生の集団に対し教育を行う施設であり，学生が入学を求める行為は，かような
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　　教髄設に自己の縮を托し・牲としての身分を取得することを肋とする行為である」として
　　いる・こうした本質から「学校当局は，その施設を翻運営し激龍実施するために必要がある
　　かぎり・とくに法規上の根拠がない場合でも・一方的に靱を制定し，学生に対し具体的な指示
鈴を発することができ・入学を認めら2xた学生は，入学に際して，捌の内容を具体的蜘って
　いたかどうかにかかわらず・学機局の制定する学則やその発する具体的指示命令に拘束される学
生としての身分を輪する」としており，「とくに，私立大学は，独自の校風と鞘方針と｝こよ
って・その存在馳が認められるものであるから，親をもってその校風ないし教育方針を具体化
し得るのはもとより・親の解髄用に当っても，その校風や鞘方針をしんしゃくし，これを
£‘Ulとすることが許されものと解さねばならない」と私立大物蜴を認めてV・る．だから搬
的に政治翻についても認イ談の舳の保隙蹴しても一定の詣iJIRのもとで，私立大学に
入学を諭られた牲醐えば本件の尋事実として政治渤に対し，学生が学貝Uを知らないとしても，
捌の定めるところ縦って・校風なレ・し縮方針を騨としての樋の評価を受けることになる
ことは一応是認している・その立撒立ちながらも判決は，学校鞘法施行規則、3細の鴎学
則36劒による退学を行い得るための要件として，学則の細則が「学内外をとわず署鑓動撫
’…一一ﾈどしようとする時ラま事前に牲課に届出その指示をう｝ナなければならない」「牲醐導
部の許可なくして学外の団体蜘入することが出来ない」の顯はその獺は僻的齢こ照らし
てもな縮きにすぎること醐らかであり・さら蘇守的な麟に照らして適法1こされる限度にお
いて合理的に運用されたかどうか｝こ疑いがあるとし，全般を考慮して，学校の教育方針にそむき，
学敗反した行為を重視しながらも・「学生に対する懲戒処分は，本来，X育目的と靹の鞘的
蹴購のために認められたものであって・額懲戒処分のう腿学始は一・一鄭こやむを得な
いと認められる場合になされるべき最後の搬であり・こ搾受ける学生にとって｝ま・…一鞘を
受ける権利を勧れる結果となるのであるから・懲戒処分は，それが認められた本来の鮨縦い，
最も樋に行われなければならなレ・ことは当然である」とし，繍としては「学校当局が騰の自
由につき公的機関腰求され硯容の蝉を守らず一一賂の基準に従って襯こ原告（学生）
らに反省を促す努力を怠るとともに注として鞭当局の誤った鱒方法姓じたできごとをとら
えて退学処分の根拠としたものであって・わが国法が公的鞘囎に思想の舳にっき賂の簾
を要求する鮨にもとるとともに・学鰍育灘行蜘・3細四，被告の学則36細により退学処
分を為し得べからざる場合になされたものとして，鰍といわねばならない」としている。
ここでは「学生の地位」にっいてみる弓こ私立大学における契約関徽その内容，そこにおける学
校当局の髄概学生の権利陥について｝之研究されなければならないが）の要素が強い。
三つの糊を通して「学生の地位」の法白勺腰をみるならば，国公立プ幽こおける靴は特別権
捌係による営造物の利脳とレ・う噸があり・私立大学における学生については契欄係の噸
があるとみることが出来る。
糊勧陥の理融鵤「牲の地位」を纈するためにあらわれた理論ではなく，搬権
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力関係に対比される行政法上の概念である。行政法上の理論として，「学生の地位」を特別権力関
係で認めているのでは，つぎの論などは通説的なものである。　「国・公立学校にあっては学生，
生徒は，’いわゆる公の営造物の利用者という面から営造物使用関係として公法上の特別権力関係に
立ち，具体的には学則の定めるところによって管理される」「学校への就学は，法律的には営造物
の利用関係であるが，それは学生，生徒又は生徒，児童と（学齢児童，生徒の場合には就学させる
義務を負う保護者と）学校設置者との法律関係であって，直接学校との関係ではない。国立，公立
学校については，この関係が，一般的支配（権力）に対して特別支配（権力）関係といわれる法律
関係」であるというものである。
　特別権力関係理論による学説判例によれ鵬国公立大学（学校）における包括的支配権たる学校
管理権を明らかにすることができ，さらにいちいち法律の規定がなくとも包括的支配権，特別権力
たる営造物権力が働き国公立学校または管理機関は学生生徒に対し，学則，告示等によって教育上，
学校管理上の機能を果すことができるというのである。
　私立大学における契約関係理論については研究の余地はあるが，私立大学における「学生の地
位」は特別権力関係では説明できないので契約関係説がでてくるわけである。しかしその契約とい
っても「学校管理主体に学生に対するある程度の包括的権利がみとめられ，法規上の根拠がなくと
も，学則制定，具体的指示命令によって契約関係の内容を一方的に形成しうる権利n」とみられる
のが通説であるから，本質的に国公立大学の「学生の地位」の特別権力関係と大差のない，いわゆ
る附合契約関係ということになる。
　そこで教育法上の理論とレては，最近の大学問題のなかで，「学生の地位」の本質的性質を特別
権力関係，附合契約関係によらない対等者闇の非権力関係によろうとする意見もあるが，そこに到
達するためには「大学とは何か」という現実を裏付けにした共通の理解がまず必要である。
皿　中教審の「学生の地位」をめぐって
　「学生の地位」をめぐってその法的性質がとくに問題になったのも，学生の懲戒処分を中心に展
開して来たというのは否めない事実である。それで「学生の地位」の法的性質を判例にその根拠を
求めて来たわけである。そして，三つの代表的なケ・・一一スをとりあげたのであるが，現実の大学紛争
はそうした個々のケースだけでは処理出来ない状態になった。中教審答申の中の「大学における学
生の地位と役割」（中間報告草案「学園における学生の地位について」と全く同文）は「ある程度
の将来への展望を加えながら，現段階で妥当と思われる考え方をとりまとめたものであるというの
であるが，われわれは将来の展望のなかで，中教審の「学生の坤位」をめぐって考えてみる必要が
ある。
　中教審が「師弟関係や大学秩序が従来のままでは維持出来ない事態がみられ………大学自体の中
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に現代の学生を適切に坂り扱う用意に欠けている」としてかなり積極的な発想をして「学生の地
位」について四つの側面をあげているけれども，∬でとりあげたものをことばだけで現代的に始末
をつけた程度のものといってよく，解釈によっては特別権力関係で受けとめる事も可能になって来
る。勿論この答申が，「国公私立のすべての大学に通ずるものでなければならないし，各大学の創
設目的，伝統，専門分野，規模の相違などによって強調される面などによって程度の差異があるこ
と」から受けとめ方に差のあることは認められよう。しかし，われわれがこの答申をどのように受
けとめるかによって大学の将来は再びかみ合わないものとなり，混迷は混迷となるか，あるいは画
一的なものになることに気づかなければならない。
　やや煩雑になるけれども全文を引用して問題点をとりあげることにする。
　｛1｝学生の地位は，大学という社会的機関へ学生が自らの選択によって志望し，これに対して大学が入学を許可す
　　ることによって生じ・定められた在学期聞を経過して学生が大学を去るときに失われるものである。したがって
　　学生は・大学において教育を受け，その施設，設備を利用する権利が認められると同時に，矢学がその機能を営
　　むために定めた規律に従う義務を負うものである。
　（2｝学問の教授と学習という面からみれは，学生は，本来学ぶ者として教師の学識を信頼し，大学の定める教育上
　　の計画と指灘に従うことが求められる。同時にとくに大学においてほ自主的に学ぼうとする学生の態度が尊重さ
　れ・教育の内容・方法や教育環境の改善について学生の意見が取り入れられるよう配慮されるべきである。
（3）学生の学園生活という面についてみれは，学園は，自律性のかん養や学生相互の啓発のためにとって豊かな体
　験の場であり・また多数の溝が学園生活を健康的に営むための場でなけt，’・Vまならない．したがって学生は，S
　己の責任において規律のある諸活動を行なうことが期待される。同時に大学は，それに必要な環境を整備じ，必
　要に応じて指i＃iと功言を与えるように努めなけれはならない。
｛4｝とくに大学院の学生にっいては，教師の専門的な指導のもとに，研究活動を通じて研究能力を商めることが重
　要な意味をもっている。この場合，研究主題の選択と研究指単にっいての学生の希望に対しては，じゅうぶんな
　配慮がなされるべきである。
（1｝では特別勧関係による営造物の利用者であるという従来の考紡を変えていない．（2｝では教
授と轄という面で「学生の意見を励入れられるよう配慮されるべきである」というカミ基本的に
ωの考肪によるものである・　（3）｝こついては従来の研究機関としての大学1こはみられなかったもの
であるが学生の大衆化のなかで学生の現実をどうみるかによる。
こうとりあげてみると（1）・　（2）・　（3）の但価旗体的にめ組給せて大学，学生の方向を見出すカ、
は，いま一挙に解決するものではあるまい。いまその方向を見出そうとしていくっかの説があるわ
けで・われわれはそれを整理しながら「学生の地位」を考えてゆく必要がある。（兼子仁資料）
「学生の地位」をめぐって・巾広儲説のあるのも，大学の研究性激育性の蘭，それ壱こ現実
の学生をどうみるかの相違によるものである。この三者をどうかみ合せるかによってある方を見出
すことが出来よう。その手がかりとして大学の推移を数によってみる。
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学生の地位に関する諸説
学　生　の　地　位 大　学　学　育　観 大学自治の性格
A営造物勧服儲教育対鰭1研究発表一教龍威的教育観陶研究者q）　s　？rtr
B　批判的学習者 1礪発表＋酵 1牒的研究者の自治＋牲自治
C　固有な大学構成員
D　学問共同研究者 1研究・鮪の繍一
1教關と学生細との騰㈱
E　教育要求者
1学嗣究姻体の自治
F主体的学習者
1研究朧と教育糀の分業と協剰礪自治轍舶治
自主的計画学習 i全学購㈱＋学生自治
（兼子　仁　1967年5月17日　法社会学会報告資料）
大学の学生数，教官数，学校数の推移
年　　次
???
?? 大正@　9
昭和　　10 ?? ?? ?? ?? ?? ?? ??
学生数（人）
ｳ官数（人）
w校数（校）
1，570
@　　89
@　　　1
3，240
@　291
@　　　2
21，915
P，882
@　　　16
71，607
U，484
@　　　45
95，835
W，008
@　　　76
210，900
Q0，417
@　　　252
523，355
R8，010
@　　　223
626，421
S4，434
@　　　245
794，160
T0，911
@　　　270
937，556
T7，445
@　　　317
1，044，296
@　　62，64
@　　　　　34
（出所）文部省，自民党r国民のための大学』資料9ページより。
この推移をさらに歴史的時点で比較してみると，明
治33年，大正9年，昭和23年，昭和24年，昭和40年
とその時代的影響をくみとることが出来る。もっと
も最近の数字として昭和44年をみると（丈部省昭和
44年度学校基本調査速報）学生数1，354，827教官数
74，706学校数379となり，これに短期大学（473）高等
専門学校（60）を加えた数でみると，学生数1，　632，826
教官数93，232，学校数912となる。昭和23年から昭
和24年の転機，昭和40年での急増がきわだって目に
つく。この量的な変化は当然質的変化をももたらす
ものである。例えば商校時代の成績別学生の分布状
況，大学在学者の家庭所得階層別割をみるとっぎの
ような状況にある。
???（??）?? ? ?? （ ?）??? ?（?）?
350
300
250
200
150
100
50
　ノ6’
〆」己
，シ●門
?????、，????? ?? ?
　　明　　大昭　　1333　9　10　2324　3035384041　42
（注）学生数，戦前は旧制大学と高等師範，
　戦後は4年制大学の学生
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高校時代の成績別学生の分布状況
口高欝驚斉
口私立大学
万人
■雲妾美孝
150一　曹　　一　　一　一一　　日　　一　　隔　● 一　一　一　一　一　●●　一　一　齢　●　一　一　一　一　一　一
100一　　一　一　薗　一　　一　　一　一　　騨　一 一　騨　9 冒　一　一　卿　騨　　一　騨　騨　卿　一　　一　　一
50一　一　一　　一　　一　　薗 一　　一 ■ 一　　一　　一　　■　一　　一　　一　”　騨　一　一　●
??
人設
@皮 E D C B A鎮
3言ξユ
〈累積〉
％
ユ00
90
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70
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10
大學在学者の家庭の所得階層別割合
　　　　　　（4年制大学昼聞部）
げ・v
50
?? ?
??、?
　　国・公立大学
　　　e－td／鴫大学
（注）測文郎省「学血生活謂立メ40年度）1こよるサンプル謂査に基く推計
　X2日本宥芙会のサンプル調崔によリ
　　4年閃の高汝卒粟者数を配分したものである
大学在学者の家庭の所得階層別分布（昭41年）
（％）　　　　（4∫剛大学欄部）
蟹榊1921誤11211°2e°穿
円　　　　　　　　　　　　　　円
　　　　　　　　　　　　以　　　　　　　　　　　　上
立
・公立
100 150　　20ρ万円
　　「かって大学は静かに研究し，学ぶ場所であると
いう共通の認識が教師と学生の間にあり，また社会
でも認められていた。研究講義を通じての師弟関係
はそれが即教育として働いた。教師は自らの研究に
没頭し業積を積むことによって学生への教育が達せ
られた。そこには人格の相互作用による教育の場が
あった。明治以後ヨーロッパ（特にドイッ）の影響を
受けた日本の大学は，静詮に学問研究を行うことの
出来る象牙の塔であった。しかし，その様相は大き
く変った。大学は大衆の中にあって一般社会と相互
に感応しあう小社会に変容し，かっての人間的師弟
関係は稀薄になって来た．」「大学の量的な増大は，
一方では階層的に拡大し，他方能力的に広い範囲の
人材を含むようになった。これは一面，学問の大衆
への解放であり，国民と大学の身近さの現れであ
???（??）
所欄13難円142列54列66ヲ円r8ヲ円19°列1°馴1147円113列・5馴2・・7円
??
2??1??
????? 6???
19．0
〃
1??7
33．5
〃
14，3
〃
44，8
〃
21，5
〃
58．0
〃
2＆8
〃
69．0
〃
39。9
〃
76．4
〃
48．1
〃
84．8
〃
60．8
〃
88、6
〃
66．8
〃
94．7
〃
7＆8
〃
0??．?←
0??1
（文部省）
る。」8）と丈都大臣ですら指摘している通りである。この点に関し国家社会が急速に量的に拡大を急
ぎすぎたという教育政策も反省されなければならないが，大学人が主休的に現実の「大学」にふさ
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わしい方向をどう見出すかとい現代的課題があるわけである。それに対する一つの答え方として
「学生の地位」をどうみるかということを現代社会の問題としてとりあげなければならない。
　伝統的なドイッ大学における「学生の地位」を受け継いだわが国の大学では，義授たちの研究の
深化に資するとともに「生成中の研究者」たる学生であり，学生は大学生活にともなう大学の規律
に服し，造営物利用の法的性質として「特別権力関係」に入ることになった。社会の現実からみれ
ば，現在の大量な学生は専門的学問的研究に従事し，その協力者たるよりも，各人の生活上の要求，
人間的発展をのぞむために大学に入り，大学に対して教育要求をもっ大衆であるといわなければな
らない。
　ここには，大学が憲法23条が保障する「学問の自由」を求める者であるよりも，26条でいう教育
を受ける権利の主体者であるという様相を濃くしている。
　現実に学生が「教育要求者としての学生大衆」とみるならば，伝統的な大学との聞に多くの矛盾
のあるζとは明らかである。’ ﾁ別権力関係というような権力関係では対処できない現実があり，こ
れを教育を受ける権利の主体者として，対等者の非権力関係とみようとする傾向があらわれている。
例えば，「学生は，かってのように，単に教育される立場にあるのではなく，大学の一員として固
有の要求をもつものとして存在している9）」　「憲法，教育基本法の観点からしても，学生を能力に
応じて教育を受ける権利をもっ主体的存在としてとらえることが必要である。また当然のことであ
るが大学の構成員であり，大学の自治，学問，思想の自由め重要なにない手として評価すべきもの
である10）」等である。ここには「教育を受ける権利の主体者」としての学生，「大学構成員の一員」
としての学生という方向が見出される。”
rv大学構成員としての「学生の地位」
　「学生の地位」を大学固有の構成員とみるのが，今後の方向を示しするものであると考えられる
が・この考え方を大ざっぱに肯定すると，その本質を見失うおそれがある。固有の構成員とみる意
見は・さきに引用した意見がそれぞれ東京大学総長代行加藤一郎の「学生諸君への提案」（昭和43
年12月2日）日本学術会議52回総会報告「大学問題について」（昭和44年1月22日）という商度な
レベルにおいて発表されているので，各大学の創設目的，伝統，専門分野，規模の相違などを考慮
すると一般論として肯定するためには，現実の大学における，教官・学生・設置者間における信頼
関係がそれにふさわしい条件を充足しなければ，理想のみが先行するということになる。
　日本学術会議の報告と昭和女子大事件判例における「学生の地位」を対比させるならば，まさに，
わが国における「学生の地位」が両極にみることが出来る。この両極のなかに，現実の「大学」は
学校数912・教官数93，232人，学生数1，632，826がある。それぞれの「大学」がそれぞれの観念と
現実にあるとすれば，「大学」を「学生の地位」をどこに定着させるかは，大きな時代的な課題で
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　　ある・ときに・大学が研究性の故1こ自治と舳の名のもとに閉雛を弓塗くし，一方に蜘ては縮
　　の名のもとに観念鮭観を蘭し・それはいずれにせよ特別勧縣か町拾契約の包雛をのみ強
　調する結果になっている。
　　蝉が相互批判や朝繊壽寸を行なうことなしに，展開して来煽実眠実として認めなければ
ならない・大物齢として㈱として制度としと調和されたものとしてどうとりあげるかが蘭
　である。
　　C°かがmUltiversityを唱え・ひとっの法の支配のもとに鍾々離多な企画がなされてV、ると
いう・そして大物纈は・臥か・講都と厭っっ，調t」versityの総長は何にもまし翻
儲でなければならないといってV・る・わが国の蝉をmU・tiv・・sityというには，あまりにも「む
ら」的なもの「町」的なもの「都了1了」的なもの灘多に存在してV・るが，いずれにせよ単＿の齢
では鯉蘇ず・多様姻論の齢のなかで発展してゆかねばなら軌学生轍授もその中に自
　分のあり方をみつけてゆかなければならない。
　　わが国の大学が学生を大学鮪の撒員としてみることが出来るようになるためには，大勃研
究性轍龍を二者択一的にあるレ・は並列的に考えるのではなく，まず欝鞘という視点で考え
なおすことから大物鞭があきらか1こなり，その方向が可能なのではないヵ㌔
　　大学を欝鞘の場として考焔のは・大学は「その時代の到達した糊糠のく商さ〉｝こおレ、
て鞘する任務をもつ11’」も呪学生の量白勺拡大の故をもって，牲「大衆に下級学校の鞘の
ようにすでに研究の繰のあきらカ・にされた難を教えるという鞘ではなレ・e欝鞘のく高
さ〉は「自己の簸探求したものを教授する」か「すでに撚されたものについて自己が消化し再
織したものを獺する12’」ことで靭・たんなる既成知識の健作用という普通鞘と眼なる
ものである・講鞘におけるく高さ沸学問（真理）の鮒の骸を轍体系のレベ、レで測るとレ、
う権威蟻のものではない・文化の内容・bsik刻咳化するとき，そして燃力・より広くなり，それ
がほとんど学問的性格をとり・　tc・ftず変化するとき，　E的は燃を醗白勺眈分なものとするので
はなく泌要娠り賄し得る縦縮等鞘腰求される鞘のく高さ〉である．そうし燥軟
性や更新性が欝教育腰求されるとす牙嘱そこには文化の伝達のやり方のなかに陥を習うこ．
とを習う演理を探求することを習うというttヒ判的腰素があるといわなければならない．
そのく高さ〉に肌て教師と学生間にある諸育諺力の獄の差が学生に誕に認識畝緬の側
雌心にその〈高さ〉が反省さ2z点検されてゆくな蝋批判鵬等縮の本質となり，批判剛
言乱コミユニケ層トなしでは行なわれなレ・し・教師と学生はもっとも身近にある対言賭であり，批
判者である・さらに牲は教師の活動にもっとも近唯置にあり大学の担レ・手であり，将来の社会
に働きかける位置にある・そこにレま・伝達と批判が行なわれて当然であるレ大学を藩縮の視
点からおさいて「学生の地位」を鯉探究の次元で教授とともに鮪の構頗とみることが出来る．
大学における「学生の地位」を特別権力陥による営造㈱脳などで擁すれば激授すらブ（
学における主㈱な地位はなくなってしまう・糊勧縣による営造物il1ilJ用などといっても大学
「学生の地位」をめぐる法社会学 一33－．
は単なる建築物ではなく，営造物の利用といって何のための営造物利用であるかを考えるならば，
大学の構成員は誰であるか当然考えなおさなければならない。
　今後の大学における「学生の地位」は高等教育における固有の構成員とみる方向が一つの方向と
して現出されると考えられる。西ドイッーバーデンヴユルデンベルク大学法13｝でいう　「社団」
（K6rperschaft）の構成員（mitigeieder）とまで一挙にはゆくまいが，フランスにおける高等教
育に関する方向付けの法律14）（Le　projet　de　loi　d’orientation　sur　1・enseignement）における学生参
加など商等教育の方向付けの配慮のなかでとりあげているめは参考にされてよい。
　わが国における「学生の地位」を固有の構成員としてみようとする意見は多くなっている。しか
v，わが国における大学の問題が「当面する大学教育の課題に対応するための方策」　（中教審昭和
44年6月1日），大学の運営に関する臨時措置法（昭和44年8月7日）というような施策のなかで，
「学生の地位」を固有の構成員としてみることが通説になるにはやや長期的な見通しを必要とする
のではないだろうか。中教審が「高等教育の改革に関する基本構想試案」（昭和45年1月13日）が
大学を商等教育の視点で把握しこれまでの「大学」の伝統的な考え方に切りこんで，「学外者をふ
くめた新しい管理機関，国公立大学も特別な法人」にするかなど発表しているが，ここでは国・公
立大学を行政機構とすることに無理があるとの考え方にもとずいている。この性格がどうきまるか
によって「学生の地位」も制度化されるだろう。この試案の前文に「現行制度を一挙に新制度に切
替えるのではなく，長期展望に立って漸進的な試行を重ねることが適当だ」として国民的合意をね
らっているといっている。こうした時代的うごきを背景にして，大学人は大学人として自己の仕事
につき，時代の要求に人間的にも職業的にも従えながら，さらに商等教育における「学生の地位」
を考えてゆかなければならない。
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